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千葉大学法学論集第23巻第 1号 (2008)
行政機関や研究機関・企業が、通常人が用い得ない観測・検査手段を用いて、
情報に基づき予測される結果が市民生活に少なからぬ影響を及ぼす場合には、行政機関や研究機関・企業は、その情報とその効果・影響の可能性をメディアを通じて市民に対し公表するという形で情報提供を行うことがある。
例えば、気象観測衛星を用いて観測した結果、台風 日本に接近している場合には、それを気象予報として知
らせ、そ 台風によって特定の地域に強風・豪雨がもたらされ得る場合には、強風警報、大雨警 といった形で当該地域の市民に警告がなされる。
また、二疋の薬品の安全性が疑われる検査結果が出 場合 あるいはストーブや洗濯機などの家電製品に欠陥
があることが判明した場合、研究機関や企業はそれを公表し、利用者に対し、その利用を差し控え 注音山して使用しようするように要請し、あるいは交換を申し出 こと ある。これらの場合には、当該機関・企業のみならず、関係行政機関や監督行政機関も介在し て、そ らの薬品・器具の製造・販売中止を行政指導 たりする。
観測・検査により取得される情報は 一応客観的な情報の外形を取っているが、観測・検査機器の誤差もあっ
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説〉
て、必ずしも客観的なものではなく、 
一定の蓋然性を示すものに過ぎない。ましてや、外界への結果・効果等の
予測は 情報の評価の在り方によって大きく異なってくることがあり、同一の情報から全く逆の結論が導き出されることがある。特に、情報を市民に伝える媒体手段をほぼ独占してきたメディアが、時として情報の効果・結果を過大に評価し、宣伝しがちな傾向 あることから、パニックなど社会的混乱が起きかねないことは、「所沢の野菜とダイオキシン事件」に顕著に表れている。
以下では、情報の取得・評価・提供について、地方自治体、固などの公的機関がどのように関与し、その客観
性を担保する責任を担っ いるか、およびその限界について、法的側面を論じることとする。その際、対象が広範囲かっ多様であり、議論が拡散し ねないことから、便宜上、情報内容が客観的事象に関わ ものであり、またその情報の評価・提供が業務の主た 内容である(気象業務法に基づ )気象庁によ 気象情報の取得・評価・提供を中心に論理を展開し、それ以外の分野・対象については必要な限りで敷~約するに留める。
一、気象・地象とその観測・予測
情報の取得・観測に関わるものとして、まず気象・地象の観測を挙げて見る。古来、気象・地象の観測は、私
人がその肉眼等で行うものであり、今日でも我々は朝空を見てその日の天気を予測してい 。し しな ら、即日の判断ではなく、数日後の気象 予測 行うために レーダーや気象衛星など 科学技術を用いた観測機器が必要であり、これらの観測機器による気象観測は国の機関(日本もしくは他国)や公的機関 よっ 行われている。わが国の場合、気象業務法により、気象庁長官に「気象 地震及び火山活動 関する観測網を確立し、及
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び維持すること」が任務として委ねられている(気象業務法三条一鹿
)0
気象業務法は、公的機関以外の者が気象観測を行うことを禁じるものではないが、それらの者が、①その成果
を発表するため、②その成果を災害の防止に利用するため、③その成果を電気事業法二条一項九号の電気事業(一般電気事業、卸電気事業、特定電気事業及び特定規模電気事業)の運営に利用するために観測を行う場合には、国土交通省令の定める技術上の基準に従って なければならないとし、当該観測施設の設置・廃止を気象庁長官に届けなければならないとしている(六条二項)。また、そ の気象測器 うち、正確な観測の実施及び観測の方法の統一を確保するために一定 構造(材料 性質を含む。)及び性能を有する必要があるものについては、登録検査機関の検定に合格し ものでなければならない(九条)。これらは不正確な観測機器を用いて得られた誤った観測結果を、一般に公 してしまうことによる社会的混乱 防止するために加えられている規制でがお元来、五官で行われてきた観測・観察に代わり 専門技術的測定が必要性となることは、気象のみならず、そ
の他の事象、例えば、温泉湧出量の測定、大気中・河川・地下水における汚染物質の存在などにおい も同様である。また、食品など我々が日常的に接する物の観測(観察)も、 来は味覚・嘆覚 ど 五官により安全性を
BSE
チェックすることが可能であったが、 
や残存農薬問題は、人間の五官による判定能力を越えるものとなっ
ている。工場等から排出される公害物質の測定については、専門的能力を必要とするのみな ず、一般人が立ち入れな 特定の 所で行うことが必要な場合もある。
かくして、これら観測・測定は、公的機関自体、もしくはその指定検査機関によって行われることが、我が国
の行政手法の伝統的 り方となってき 。ただし、基準・認証にかか 規制緩和 民間によ 検査への流れにより、建築基準法に基づく性能検定を始めとして、民間機関が最近こ 種の測 ・検定・観察機能に関与し始
o
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一、
めているのは周知のところである。
予報と予測
気象業務法は、観測と並んで、「予報」「整一一同報」を気象庁の業務としている。同法によれば、「観測」とは、「自
然科学的方法による現象の観察及び測定」であるのに対し、「予報」とは「観測の成果に基づく現象の予想の発表」である。
現象の予想とは、二疋の場所・時点における自然現象の状況を、観測の成果を基に自然科学的方法によって予
想することであり、台風の今後の進路についての予測や、寒冷前線の移動の予測などを自然科学的方法としての気象学によって行うことを意味す釘
o
この意味での予測は、大雨によるがけ崩れの危険性ゃ、有害物質が混入し
ている食物 る人体への悪影響など、気 予測以外の分野においても、何らかの自然科学的手法によって行われてい 。
尤も、自然科学的方法といっても、将来の可能性についての予測であるから、
一 
の確率で予測できるわ
けではない。台風が進路を急に変えることもあり得るし、有害な食品の人体への影響も、それぞれの人体の特性によって一応ではない そこにおいて予測されている は報による降雨予報が、降雨確率の形で示されているのはその れである。
OO%
一定のリスク・蓋然性の測定であり、今日の気象予
食品の場合、その安全性は消費期限という時限的な形で示されることがある。薬品の安全性に関する測定結果
の場合、動物実験、人体への治験を経て、それを人が摂取した場合 人体への影響 「予測」が「危険性」「リ
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スク」という形で計算される。但し、薬品等を摂取することによる人体への影響は、致死性のある有害性など、万人にとっておしなべて有害な場合から、
一定の体質、
一定の年齢以下の者にとって有害である場合もあり、
般的に妥当する形での「予測」と るとは限らない。
予測が自然科学的方法によってなされるということは、予測の対象が物理法則に従って動く自然現象・人体等
であることを意味する。これに対し、予測の対象に、自然界・物・人体のみならず、 の活動(例えば、中国産の食品を購入することを回避し、価格の高い国産品を購入する人の割合)が含まれる時、それは「予測」の範臨時を超えるものとな 。人間の活動を統計論的に「予測」す ことも リスク管理として行われているが、人の活動の予測の場合、予測する行為自体が「人の活動」に含ま ため、予測が場合によっては人の活動に影響を与える可能性がある(例えば、中国産の食品の危険性を強く「予測」し 発表すれば、それに対応して中国産 食品を購入する私人の数が増える)。
この意味で、民間の機関による予測を自由にした場合には、その予測は時として誘導的な意図の下に行われか
ねず、それを回避するために、「客観的」「公正な」立場に立つ機関(気象庁などの公的機関 大学や公的研究機関)による予測が求められ ということになろう。
三、警報と評価
気象業務法によれば、気象庁は、政令の定めるところにより、気象、地象(地震にあって 、地震動に限る。)、
津波、高潮、波浪及び洪水についての一般の利用に適合す 予報及び警報 しなければならない。また、政令  
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定めるところにより、津波、高潮、波浪及び洪水以外の水象についての一般の利用に適合する予報及び警報をすることができる(一三条)。
元来、気象についての予報があった場合、それに伴うリスクは、個々人が自らの判断で行うのが原別である。
例えば、我々は「降水確率八 
」という予報を耳にすれば、外出時に傘を持参して降雨に備え、花粉が多いと
いう予報があれば、花粉症の人はマスクをする。しかしながら、予測されるリスクが、個々人による回避の限界を超えていたり、通常のリスクを越える特別のリスクであると「評価」される場合には、「警報」という形で、災害、危機の回避について 情報が市民に対し提供される。この場合には、リスクの到来のみならず、そのリス
O%
クへの対処方法、 方法についての情報も提供されるのが通例である。気象警報以外のこの意味での「評価」の例としては、食品健康影響評価や、治験における薬物の有効性の判定、災害対策基本法による警戒区域 設定などがある。
警報については、「気象庁以外の者は、政令で定める場的を除き、気象、津波、高潮、波浪および洪水の警報

をしてはならない」(一二二条)とされ、気象警報については気象庁の独占が前提 されている。気象の 報や、
ある食物の危険性についての評価をしての公表は、評価者の責任を伴うも であり 予測 は異なり、責任を負
うべき公的機関が独占して る は、それなりの正当性 ある。特 、緊急に警報・警告を示す必要があ 場合
には、評価に責任ある権限主体による判断がなされ ことが必要である。

国家レベルの事象の評価については、国の機関がこの意味での判断権限を行使することが、災害対策基本法や
気象業務法等により予定されている。これに対し、地域に限定された事象 評価については 災害対策基本法等に定められている場合の外、市民生活 対峠している地方自治体にその責任が委ねられることとなる( えば、
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開発予定地の土壌への有害物質の混入など)。
気象以外の分野については、それが一般私人に直接便益をもたらす公的サービスとは直ちに言えないことも
あって、予測や評価が、土地、河川等の管理を所掌する機関によって、その管理の一環として行われていたり、研究機関による研究の対象となっていることから、責任あ 判断をする主体が直ちには明らかでないことがある。
また、事象の評価については、責任者に評価権限を集中すると恋意的な判断がなされかねない懸念から、権限
者以外の機関に諮問的な機能を委ねて、判断の慎重度を高める仕組みが取られ こと ある(医薬品の有効性判定にかかる治験の制度など)。尤も、事象の評価に基づく警告の緊急度 高い場合には、この種 機関を経由したり、個別の情報を集めたりす 余裕はなく 権限者による迅速かつ が求められる。
このように、「現象の予想」としての予測・予報と、警一報など現象の「評価」は、さしあたり異なる活動であ
る。前者は 観測 成果 基に、それに従うべき現象を自然科学的方法によって、予測するものであ この場合、その予測の確率の高さは、自然科学 分析の精度 高さに依拠する。これに対し、後者である「評価」は、生起した事象、存在する物等の影響、地域住民や人体等にとって 危険性を、性質決定 ランクづけしたりする活動を意味する。予測は今後(直近) 生起 るであろう について行われるのに対し 評価は、「警報」のように今後生起 現象のみならず、すで 生起した現象につい (その影響が事後的 継続している限り )なされることが多い。 
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③②① 

四、予報・観測と民間事業
観測による予測が、当該観測者自身もしくはその関係するグループの内部に留まるのであれば、それは研究の一環として行われるものであったり、私的な活動であるに過ぎない。これに対し、予測を予報という形で第三者
に知らせることにより、そ 予測は一定の社会的役割を担うこととなる。
そこにおいて、予測・ 報を知らせる相手方が、
予め確定された、特定の者に対してのみ限定して知らせるのか不特定多数の者に対して(一般に対し)知らせるのか一定の者に対して予測を知らせることを「サービス」とし、このサービス(予測情報提供サービス)を業
として行う形態を取るのか
によって、予測の役割は互いに異なることとなる。気象予報の場合、平成二二年の法改正以来、
一定の者に対し「サービス」として予測を行う形での発表は、民
間によっても行いうるとされ、気象予報は公的機関に独占されるものではなくなっている。気象庁以外の者が、気象、地象、津波、高潮、波浪または洪水の予報の業務を行おうとする場合には、気象庁長官の許可を受けなければならないとされている。この場合 予報業務の目 ・範囲を定めて行うとされ 予報業務の目的または範囲を変更しようとするときは気象庁長官の認可を受けなければならない(一九約
)0
予報業務許可に関する審査基準によれば、予報業務の目的は、「特定向け予報(契約等に基づき特定の者に限っ
て提供する予報)」と「一般向け予報(特定向け予報以外 予報)」 区分 。また 予報業 範囲としては、
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予報を行う現象により、気象、地象(路面情報に限る)、波浪に区分するとされ、路面状況を除く地象、津波、高潮、洪水の予報については 防災との関連性の観点等から許可しないとされている。
民間の事業者による予報は、自らの独自の観測によることもあろうが、多くの場合、民間気象業務支援セン
ターを通じて、気象庁の観測情報を基礎としてなされている。気象業務支援センターは、民間の予報業務を支援するために、「観測の成果、気象庁がその業務の実施の過程において作成した予報に関 情報そ 他の気象庁が保有する情報(気象情報)の提供を行う」とされ いる(二四条の二九 。従って、気象庁は、予報・警報の直接的な一般への周知・提供と並んで 観測結果・予報・警報等の民間事業者など関係機関への情報提供というこつの役割を果している。後者の場合、気象庁 る情報の提供は、関係機関 対し、卸売り的になされるこ となる。
そこでは(後者の場合)、観測・測定された事実の公表について、気象庁が責任を持ってすべて行う ではなく、
それがどのような影響を市民生活 及ぼすか等についての評価 民間 事業者あるいはメディアに一部委ねられることとなる。そこでは、提供された情報を分 りゃすく解釈して提供するという形で、固有の意味での「評価」ではないが、情報に対するある種 意味づけ・解釈が民間事業者により行われることにな
五、情報の提供と法的規律
気象観測に基づく予報が外れた場合、気象庁 予測能力が問題となることはあるが、自然事象の予測には一定
の限界があり、それによって法的 損害賠償責任 発生 ことはない。気象予報・予測が外れたことによって、 
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イベントなどの集客が思うようにならなかったことによる損失は、保険で担保されることはあっても、法的な賠償の問題ではない。
これに対し、評価情報の場合においては、ーその評価が不十分であった 合(警告すべきであったのに警告を怠った場合など)|適切に通知されなかった場合ー過大に評価することによ て、社会的な混乱が生じた場合などにおいて、法的な責任と損害賠償義務の存否が問題となることがあろう。また、上述した評価 至らない「意味づけ・解釈」の場合にも 市民に誤解を招きかねない場合には法的な責
任が生じる可能性が否定できない。気象業務法において、民間の予報事業者を認める 当たり、許可制を敷いているのはこのようなリスクを回避することが目的であるといえよう。
情報提供のあり方として、二疋の評価(時 して私的 恋意的な評価)を前提として、それに合致する観測情報、
実験情報等を専ら呈示するあり方が、一部の者により取られる可能性がある。これは危険性などの評価を直接行うことにより責任を負うことを回避しつつ
(或いは、そのような評価権限を持つ公的機関以外の者であることから)、
世論を誘導する方策として取られかねないものであり、その抑止の仕組みの構築が求めら ている。尤も、この抑止のあり方は、場合によっ はメディアやインターネット書き込みにおけ 表現の自由、編集の自由に抵触する可能性が 、過度の制約にならないように慎重な取扱いが必要である。
ここでは、上述した気象業務法における情報の取扱 を参照にして、いくつかの指摘をするに留め、それ以上
の展開は今後の課題としたい。
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ー予測・予報と評価の分離
情報の観測、情報の予測・予報、その評価は、それぞれが独自の作用であり、明確に分離して行うことが
望ましい。特に、二疋の評価を得ることを目的に、観測・予測を行うような予測と評価の一体的な取扱いは避けるべきである。予測・観察等された数値 元に、どのような評価をするかは、時 して高度に政策的な判断であり、予測・観察の現場に携わる者に安易に委ねることがあってはならない。 断をもった評価がされないように 予報と評価 分離 プロセスとして担保する組織内的(内部統制)もしくは制 的な仕組みを設けることが必要である。
ー根拠情報の明示
評価もしくは予測を、自ら行ったのではない観測等によって行う場合には、事後的な紛争を避けるために
も、評価者・予測者は、どのような機関が測定した、どのようなデ 
タを用いて評価・予測を行ったかを明
示すべきである。
ーリスク情報の特別取扱い
客観的な事象の情報ではな 、食品や製品等の安全性に関する情報については、その表示の適正さの担保

が法的な義務として 製造者のみならず、不当表示規制として行政にも課されることがある。この仕組みを、
法的な規制がある場合のみならず、慎重に取扱うべきその他の情報の取扱いにも準用する方向を目指すべき
である。 

ー隣接権的な保護の準用
財産的な価値のある情報の取扱いについては、著作権法が複 権、隣接権などの形で の価値を守る仕
l
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組みを作っている。情報を観測した者、予測した者の、その情報の事後的な取扱いに関するチェックは、ある種の隣接権的な仕組みによって保護するのも一つのあり方であろう。情報の本来的な所有者・淵源的権限者を過度に保護すると情報の流通が旨く行かないことは、現在課題となっているが、だからといって(著作物として保護されない)事象に関わる情報の二次的利用については、全く自由であ ということにはすべきでないであろう(勿論、
フェアユ  
スの法理などにより、その濫用は制限されるべきであるが)。
観測者の意図に反した評価がなされた場合、観測者が多大な努力・資金を投じて行った観測が曲解される
ような評価がなされた場合、それを法的な利益侵害(ファクトデータベースと同じく、 
ω巳同
822
な利益ではあ
るが)と捉える必要が う。
ー報酬請求権
l
予測もしくは評価がビジネスとして行われ、それによって多大の経済的利益を上げる事業者がある場合に
は、観測等に少なからずの手間・資金を投じた者・機関から、これらの事業者(メディアも当然には排除されない)に対し、報酬請求権が認められて然るべきであろう。
( 1 )
以下特に断らない限り、条文表記は気象業務法を指す。
( 2 ) 	
気象業務法施行規則一条の三により、例えば、気圧 観測するためには、一ヘクトパスカルを測定することが可能な気圧
計、降水量については一ミリメートル単位で測定する雨量計を用いることとされている。
( 3 ) 	
なお、船舶や航空機に対しては、それらの安全な運行にとって気象予測が重要な役割を果たすことから、気象測器を備え
つけ、観測する体制を取ること、ならびにその観測成果を気象庁長官 報告することが義務付けられている(七条)。
( 4 )
観測成果の発表は許可制の下に置かれることがある。 庁以外の者で、その行った気象の観測の成果を国内若しくは国
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外の気象業務を行う機関、船舶又は航空機において受信されることを目的とする無線通信により発表する業務を行おうとするものは、気象庁長官の許可を受けなければならない(二六条)。
( 5 ) 	
都道府県知事は、大気の汚染の状況、公共用水域、地下水の水質の汚染状況を常時監視し、必要な場合には立入り検査等
をしなければならない(大気汚染防止法一八条の五、二二条、水質汚濁防止法一五条、二二条)。
( 6 ) 	
尤も、民間機関による不正確な測定・実験に基づく情報が社会を混乱させかねないことは、建築確認における構造計算書
の偽造事件、関西テレビの「あるある」事件が端的に示すところである。
( 7 )
気象業務法二条四項二号、六項。
( 8 ) 	
後述する民間の気象予報サービスで「予報」を行う場合には、気象予報士を置かねばならない。ただし、現象の予想を伴
わない単なる天気解説(気象庁や気象予報会社の発表した予報を解説するだけ)には、気象予報士の資格は必要ない。
( 9 ) 	
いわゆる「市場動向の分析」などについての経済記事のかなりの部分は、この意味でに誘導的要素を含んでいることは否
めない。
(叩)食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、人の健康に悪影響を及ぼすおそれがある生物学的、化学的若しく
は物理的な要因又は状態であって、食品に含まれ、又は食品が置かれるおそれがあるものが当該食品が摂取されることにより人の健康に及ぼす影響についての評価が施策ごとに行われなければならない(食品安全基本法一一条)。
(日)薬事法一四条三項(ロ)災害対策基本法六 条(日)津波に関する気象庁の警報事項を適時に受けることができない辺すうの地の市町村の長が津波警報を る場合及び災害に
より津波に関する気象庁の警報事項を適時に受けること できなくなった地の市町村の長が津波警報を る場合。
(比)気象業務法の改正により、気象庁が義務として行う予報・警報の対象に地震動及び火山現象を追加した。あわせて、これ
らの予報を許可事業とし、同じく警報につ ては法定伝達と 象庁の独占を定めた。また、技術上の基準に従って行うべき民間の気象観測から、電気事業 ための観測を外した(平成一九年二一月一日施 )。
(日)なお、気象庁は、気象以外にも地象 地動、地球磁気、水象の観測を行うことができるとされているが(四条)、地象につ 
53 
〈論 説〉
いては、地震及び火山現象、気象に密接に関連する地面、地中の諸現象を観測するものとされ、また水象については、気象または地震に密接に関連する陸水および海洋の諸現象を観測するものとされてい (二条二項)。
地象、水象が国土に関わるものであり、その限りで国土交通省による国土管理(のための国土の観測)と重複する。
(日)警報の外に「注意報」が出されることがあるが、「注意報」は気象業務法に直接根拠を置くものではなく、気象業務法施行
令四条「気象注意報風雨、風雪、強風、大雨、大雪等によって災害が起こるおそれがある場合に、その旨を注意して行う予報」として位置づけられている。警報を示すということは、リスクの到来について 情報を提供する に留まらず、その危険性を責任をもって評価し それに対応することを関係者 呼びかけ ことを意味し、責任ある判断として行わ る これに対し、「注意報」は警報とまで評価する段階でない場合に、ある意味でその評価を回避して、それに示されるものであるということができる。
(日)気象庁以外の者が気象、地象、津波、高潮、波浪又は洪水の予報の業務を行おうとする場合は、気象庁長官の許可を受け
なければならない。許可は予報業務の目的及び範囲を定めて行う。(一七条)
(同)許可を受けた者は、当該予報業務を行う事業所ごとに、気象予報士を置かねばならず(一九条の二)、予報士に予報業務の
うち、現象の予想につ て行わせねばならない
(日)ウェザ  
l
ニューズでは、新潟県中越沖地震の被災地域を対象に、二 
七年七月一九日から、八月二二日までの期間限定
OO
l
の試験的なメ  
ル配信サービス「がけ崩れ予測メ 
l
ル」を開始した。
しかし、同社が気象業務法に基づく予報業務許可を取っていたのが「気象」及び「水象」の予報だけ あったため、同
サービスは許可の範囲外の「地象」の予報にあたるとし 、七月下旬、気象庁は 同サービスの取り止め(あるいは「地象」の予報の認可を取ること)を勧める行政指導 行った。
(却)気象庁は、気象、 地震・火山活動以外の)地象、津波、高波、波浪、洪水 ついての「一般 利用に適合する予報、警一報
をしなければならず、報道機関の協力を求めて れを公衆に周知させるよう努めなければなら 」とされている(一三条)。
(幻)尤も、 庁は気象証明、鑑定をすることとされており(三五条)、誤った気象証明、鑑定をした場合には、賠償責任を負
う可能性はあろう。  
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(幻)上流でのダムの放流について適切に通報されなかった場合の賠償義務について、広島地裁平成三年二一月一九日判決判例
時報一四 
八号一一一一頁など。
(お)食品安全基本法によれば、食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、食品の表示が食品の安全性の確保に関
し重要な役割を果たしていることにかんがみ、食品の表示の制度の適切な運用の確保その他食品に関する情報を正確に伝達するために必要な措置が講じられなければならない(一八条
)0 
O
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